
　平成23年度決算が９月議会で承認され
ました。
　一般会計の決算内容を中心に「決算特
集号」として紹介します。

10月1日から、新築移転・開所した石和第五保育所
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決算の概要

合併特例債を活用した事業

市の基金（貯金）と市債（借金）

財政健全化判断比率等

平成23年度の主な事業
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23
年
度
一
般
会
計
決
算
は
、
歳
入
・

歳
出
と
も
22
年
度
を
上
回
り
、
歳

入
総
額
3
3
9
億
8
2
0
0
万
円
、

歳
出
総
額
3
2
1
億
3
8
0
0
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
23
年
度
の
決
算
の
特
徴
と
し
て
は
、

地
方
交
付
税
が
22
年
度
よ
り
4
億

7
1
0
0
万
円
増
の
97
億
6
9
0
0

万
円
と
な
り
、
2
年
連
続
で
歳
入
科

目
の
最
高
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
に
お
い
て
は
、
合
併
特
例
債

の
活
用
に
よ
り
、
普
通
建
設
事
業
費

が
22
年
度
よ
り
11
億
3
7
0
0
万
円

増
の
59
億
4
4
0
0
万
円
と
な
り
、

ま
た
、
扶
助
費
や
補
助
費
な
ど
社
会

保
障
に
か
か
わ
る
経
費
の
増
加
も
挙

げ
ら
れ
ま
す
。

　
歳
入
歳
出
差
引
額
は
18
億
４
４
０

０
万
円
と
な
り
、
24
年
度
へ
繰
り
越

す
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支
は
、
11

億
8
4
0
0
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま

し
た
。
さ
ら
に
22
年
度
の
繰
越
金
お

よ
び
基
金
の
積
立
て
、
取
り
崩
し
な

ど
を
考
慮
す
る
実
質
単
年
度
収
支
も
、

4
億
7
5
0
0
万
円
の
黒
字
決
算
と

な
り
ま
し
た
。
引
き
続
き
、
市
は
健

全
財
政
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

　
歳
入
の
決
算
状
況
を
主
な
科

目
ご
と
に
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

地
方
交
付
税

　
決
算
額
は
97
億
6
9
0
0
万

円
で
、
22
年
度
よ
り
4
億
７
１

０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

　
2
年
連
続
し
て
市
税
を
こ
え

て
歳
入
科
目
の
中
で
最
高
額
と

な
り
ま
し
た
。
臨
時
財
政
対
策

債
の
減
少
に
伴
い
、
普
通
交
付

税
の
交
付
額
が
増
加
し
た
た
め

で
す
。

市
�

税

　
決
算
額
は
87
億
6
7
0
0
万

円
で
22
年
度
よ
り
2
億
８
０
０

０
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　
市
民
税
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
し

た
が
、
固
定
資
産
税
に
お
い
て
は
、

22
年
度
に
比
べ
て
3
億
３
１
０

０
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

国
県
支
出
金

　
決
算
額
は
59
億
1
8
0
0
万

円
で
22
年
度
よ
り
3
億
１
５
０

０
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　
地
域
活
性
化
交
付
金
が
事
業

の
完
了
に
伴
い
、
22
年
度
よ
り

6
億
3
5
0
0
万
円
減
少
し
た

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
が
、
扶

助
費
に
係
る
国
庫
負
担
金
や
、

道
整
備
交
付
金
・
社
会
資
本
整

備
交
付
金
な
ど
、
普
通
建
設
事

業
関
連
の
国
庫
補
助
金
は
増
加

し
て
い
ま
す
。
な
お
、
県
支
出

金
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
横
ば
い

で
し
た
。

市
　
債

　
発
行
額
は
44
億
2
7
0
0
万

円
と
な
り
、
22
年
度
よ
り
4
億

2
0
0
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

臨
時
財
政
対
策
債
が
7
億
５
３

０
０
万
円
減
少
し
て
い
る
の
が

主
な
要
因
で
す
。

　
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
市
債

発
行
総
額
の
3
分
の
1
を
超
え
、

16
億
6
0
0
万
円
を
発
行
し
て

い
ま
す
。
国
の
財
源
不
足
に
よ
り
、

普
通
交
付
税
の
替
わ
り
と
し
て

発
行
す
る
市
債
で
あ
り
、
後
年

度
に
お
い
て
、
そ
の
元
利
償
還

金
が
全
額
交
付
税
措
置
さ
れ
ま
す
。

　
合
併
特
例
債
は
26
億
４
１
０

０
万
円
を
発
行
し
ま
し
た
。
一

宮
中
学
校
耐
震
改
築
事
業
や
防

災
行
政
無
線
デ
ジ
タ
ル
統
合
事
業
、

砂
原
橋
架
替
事
業
を
は
じ
め
と

す
る
道
路
新
設
改
良
事
業
、
ま
た
、

駅
周
辺
整
備
事
業
や
ふ
る
さ
と

公
園
整
備
な
ど
都
市
計
画
事
業

に
も
積
極
的
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
芦
川
地
区
の
活
性
化
対

策
と
し
て
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
事

業
合
わ
せ
て
、
過
疎
対
策
債
1

億
2
2
0
0
万
円
を
借
り
入
れ

ま
し
た
。

　
今
後
も
安
定
し
た
自
主
財
源

の
確
保
を
図
り
、
水
準
の
高
い

住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る

よ
う
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

■歳入総額　■歳出総額　
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（　）内は平成22年度決算額です

314

290
276 285

274
287 277

299
289

303
288

335 339339
321

▼
市
税

　
市
民
が
納
め
る
税
金

○
普
通
税
…
一
般
的
な
経
費
に

使
わ
れ
る
税
金
（
市
民
税
・

固
定
資
産
税
な
ど
）

○
目
的
税
…
使
用
目
的
が
決
ま

っ
て
い
る
税
金
（
都
市
計
画
税
・

入
湯
税
な
ど
）

【
市
で
は
都
市
計
画
税
は
下
水
道

や
公
園
な
ど
の
都
市
計
画
施
設

整
備
事
業
に
、
入
湯
税
は
観
光

振
興
事
業
に
使
っ
て
い
ま
す
】

▼
地
方
交
付
税

国
が
国
税
か
ら
、
市
町
村
の

行
財
政
状
況
に
応
じ
て
地
方

自
治
体
に
配
分
す
る
お
金

▼
市
債

市
の
借
金

臨
時
財
政
対
策
債
・
合
併
特

例
債
・
過
疎
対
策
事
業
債
な

ど
▼
国
・
県
支
出
金

国
や
県
か
ら
の
補
助
金
・
負

担
金
・
委
託
金
�
�
�

▼
交
付
金
・
譲
与
税

国
や
県
が
税
金
と
し
て
集
め

て
市
町
村
に
交
付
・
譲
与
す

る
お
金
（
地
方
消
費
税
交
付
金
、

自
動
車
重
量
譲
与
税
、
自
動

車
取
得
税
交
付
金

な
ど
）

歳入総額�
339億8,200万円�
(335億1,600万円)

地方交付税
97億6,900万円

（92億9,800万円）
28.8%

市税
87億6,700万円

（90億4,700万円）
25.8%

国県支出金
59億1,800万円

（62億3,300万円）
17.4%

市債
44億2,700万円

（48億2,900万円）
13.0%

交付金・譲与税等
11億9,000万円

（12億6,000万円）
3.5%

繰越金
20億4,500万円

（15億6,700万円）6.0%

その他
18億6,600万円

（12億8,200万円）5.5%



議会費�2億8,400万円�
（2億900万円）�0.9%�

総務費
34億9,000万円

（34億2,000万円）
10.9%

民生費
96億�7,900万円

（90億8,100万円）
30.1%

衛生費
23億2,600万円

（25億500万円）
7.2%

労働費�1,300万円�
（1,300万円）�0.0%農林水産業費�15億7,700万円

（13億400万円）�4.9%

商工費�3億4,400万円
（3億5,600万円）

1.1%

土木費�43億7,900万円�
(37億5,600万円)�13.7%

消防費
14億8,900万円

（13億2,200万円）
4.6%

教育費
33億5,800万円

（37億9,100万円）
10.5%

災害復旧費�1,600万円
（0円）�0.0%

公債費
37億4,300万円

（36億5,000万円）
11.6%

諸支出金�14億4,000万円
（20億6,400万円）�4.5%

歳出総額�
321億3,800万円�

（314億7,100万円）�

　
歳
出
の
決
算
状
況
を
主
な
目

的
別
で
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

民
生
費

　
23
年
度
歳
出
の
30
%
を
占
め
、

最
も
多
く
支
出
し
た
科
目
で
す
。

地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
事

業
や
、
子
ど
も
手
当
、
生
活
保

護
な
ど
各
種
扶
助
、
東
日
本
大

震
災
被
災
者
支
援
な
ど
を
行
い

ま
し
た
。
決
算
額
は
96
億
７
９

０
０
万
円
と
な
り
、
22
年
度
よ

り
5
億
9
8
0
0
万
円
増
加
し

ま
し
た
。

土
木
費

　
砂
原
橋
架
替
事
業
を
は
じ
め

道
路
新
設
改
良
事
業
や
、
石
和

温
泉
駅
周
辺
整
備
事
業
、
公
園

維
持
管
理
事
業
を
行
い
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
事
業
費
の
増
加
に
よ

り
、
決
算
額
は
43
億
7
9
0
0

万
円
で
、
22
年
度
よ
り
6
億
２

３
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

教
育
費

　
学
校
施
設
の
整
備
と
し
て
は
、

23
年
度
は
一
宮
中
学
校
耐
震
改

築
事
業
を
中
心
に
実
施
し
ま
し

た
。

　
ま
た
、
地
域
活
性
化
交
付
金

を
活
用
し
た
各
種
事
業
を
行
い
、

教
育
施
設
の
整
備
・
充
実
を
図

り
、
決
算
額
は
33
億
５
８
０
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

衛
生
費

　
決
算
額
は
23
億
2
6
0
0
万

円
で
、
22
年
度
と
ほ
ぼ
横
ば
い

で
し
た
。
御
坂
、
境
川
浄
水
場

建
設
事
業
が
継
続
し
て
行
わ
れ

て
い
て
、
一
般
会
計
か
ら
出
資

し
て
い
ま
す
。

農
林
水
産
業
費

　
土
地
改
良
事
業
な
ど
農
業
基

盤
整
備
や
、
過
疎
対
策
債
を
活

用
し
た
上
芦
川
地
域
原
風
景
復

活
保
存
事
業
な
ど
を
行
い
ま
し

た
。
決
算
額
は
15
億
７
７
０
０

万
円
で
、
22
年
度
よ
り
2
億
７

３
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

公
債
費

　
臨
時
財
政
対
策
債
お
よ
び
合

併
特
例
債
の
元
利
償
還
金
が
増

額
と
な
り
ま
し
た
。

　
決
算
額
は
37
億
4
3
0
0
万

円
で
、
22
年
度
よ
り
９
３
０
０

万
円
増
加
し
ま
し
た
。

諸
支
出
金

　
決
算
額
は
14
億
4
0
0
0
万

円
で
、
22
年
度
よ
り
6
億
２
４

０
０
万
円
減
少
し
ま
し
た
が
、

23
年
度
も
公
共
施
設
整
備
等
基

金
、
減
債
基
金
お
よ
び
財
政
調

整
基
金
へ
13
億
8
8
0
0
万
円

の
積
み
立
て
を
行
い
ま
し
た
。

（　）内は平成22年度決算額です

▼
総
務
費

庁
舎
管
理
、
人
件
費
、
戸
籍

事
務
へ
の
経
費
な
ど

▼
民
生
費

社
会
保
障
制
度
の
一
環
と
し

て
、
生
活
困
窮
者
、
高
齢
者
、

児
童
、
心
身
障
害
者
等
に
対

し
て
行
っ
て
い
る
様
々
な
支

援
に
要
す
る
経
費
な
ど

▼
衛
生
費

ご
み
処
理
に
関
わ
る
経
費
、

上
水
道
事
業
や
簡
易
水
道
に

関
わ
る
経
費
な
ど

▼
教
育
費

市
立
小
・
中
学
校
の
運
営
経

費
、
文
化
財
の
保
護
管
理
、

公
民
館
、
図
書
館
、
体
育
館

等
の
文
教
施
設
の
維
持
管
理

費
、
生
涯
学
習
活
動
経
費
な

ど
▼
公
債
費

市
債
返
済
の
た
め
の
経
費
（
元

利
償
還
金
）
�

▼
特
別
会
計

一
般
会
計
か
ら
独
立
し
て
特

定
の
目
的
を
持
っ
た
事
業
を

行
う
会
計

▼
消
費
的
経
費

人
件
費
や
消
耗
品
費
の
よ
う

に
、
後
年
度
に
形
を
残
さ
な

い
経
費

▼
投
資
的
経
費

そ
の
支
出
の
効
果
が
資
本
形

成
に
向
け
ら
れ
施
設
や
設
備

と
し
て
将
来
に
残
る
も
の
に

支
出
さ
れ
る
経
費

平成23年度

平成22年度

平成21年度

その他
93億7,000万円

29.2％

消費的経費
168億�800万円�

52.3％

投資的経費
59億6,000万円�18.5％

繰出金
39億5,600万円�12.3% 人件費�46億3,100万円

14.4%

物件費
41億3,200万円
12.9%

維持補修費
1億1,400万円
0.4%

扶助費
52億1,900万円
16.2%補助費

27億1,200万円
8.4%

普通建設事業費
59億4,400万円�18.5%

災害復旧事業費
1,600万円

0.1%

公債費
37億4,400万円
11.6%

積立金
14億5,000万円

4.5%

投資・出資・貸付
2億2,000万円�0.7%

　
こ
こ
で
は
歳
出
し
た
経
費
を
性
質
別
に

分
類
し
て
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

扶
助
費

　
決
算
額
は
52
億
1
9
0
0
万
円
で
、
子

ど
も
す
こ
や
か
医
療
費
助
成
や
子
ど
も
手

当
等
の
増
に
よ
り
、
22
年
度
よ
り
2
億
３

９
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。
少
子
高
齢

化
社
会
が
進
み
ま
す
の
で
、
年
々
、
増
加

傾
向
に
あ
り
ま
す
。

普
通
建
設
事
業

　
決
算
額
は
59
億
4
4
0
0
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
を
は

じ
め
、
合
併
特
例
債
を
活
用
し
事
業
を
行

っ
て
い
て
、
構
成
比
は
最
も
高
い
割
合
を

占
め
て
い
ま
す
。
学
校
等
施
設
の
耐
震
化

や
道
路
新
設
改
良
等
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が

予
定
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
当
面
は
高
額

で
推
移
す
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

人
件
費

　
決
算
額
は
46
億
3
１
0
0
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
議
員
年
金
廃
止
に
伴
う
共
済
費
の
増

や
、
退
職
手
当
負
担
金
の
増
に
よ
り
、
22
年

度
に
比
べ
1
億
3
0
0
0
万
円
増
加
し
ま
し

た
。
職
員
給
与
費
は
横
ば
い
で
、
引
き
続
き

職
員
定
数
適
正
化
計
画
に
基
づ
き
、
「
小
さ

な
市
役
所
」
の
実
現
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

物
件
費

　
決
算
額
は
41
億
3
2
0
0
万
円
と
な
り
、

22
年
度
よ
り
2
億
1
4
0
0
万
円
減
少
し
ま

し
た
。
今
後
も
行
財
政
改
革
の
一
層
の
推
進

に
よ
り
、
コ
ス
ト
削
減
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

繰
出
金

　
決
算
額
は
39
億
5
6
0
0
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
芦
川
地
区
以
外
の
簡
易
水
道
が

水
道
事
業
会
計
に
統
合
さ
れ
た
た
め
、
繰

出
金
が
補
助
費
に
振
り
替
え
ら
れ
、
22
年

度
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。

5.714.4 12.9 16.2 8.4 18.5 11.6 12.3

国民健康保険特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
介護保険特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
介護サービス特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
後期高齢者医療特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
公共下水道特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
農業集落排水特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
簡易水道特別会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
恩賜県有財産保護財産区管理会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（９特別会計合計）�
水道事業会計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

春日居地区温泉給湯事業会計・・・・・・・・・

85億8,290万円
48億7,542万円

1,852万円
11億7,409万円
27億9,262万円

6,569万円
3,777万円
4,477万円

（収益的収入）14億7,226万円
（資本的収入）3億7,850万円
（収益的収入） 　6,445万円
（資本的収入） 　　 0円

82億6,379万円
48億5,771万円

1,428万円
11億7,281万円
26億5,337万円

5,935万円
2,824万円

398万円

（収益的支出）15億1,214万円
（資本的支出） �10億178万円
（収益的支出） 　6,004万円
（資本的支出） 　 458万円

歳入 歳出

単位：％

人件費 物件費 扶助費 補助費
普通建設
事業費

普通建設
事業費 公債費 繰出金 その他

14.3 13.8 15.8 7.1 15.3 11.6 13.2 8.9

4.316.4 14.9 13.7 7.8 15.9 11.8 15.2



　
市
で
は
、
新
市
の
基
盤
整
備
を
推
進
す
る
た

め
、
合
併
特
例
債
を
活
用
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
17
年
度
か
ら
23
年
度
ま
で
の
借
入
状
況
は
、

次
ペ
ー
ジ
の
表
の
と
お
り
で
す
。
7
年
間
で
総

額
1
3
1
億
円
を
借
り
入
れ
ま
し
た
。
活
用
範

囲
が
多
方
面
に
わ
た
っ
て
い
る
の
が
、
本
表
か

ら
よ
く
分
か
る
と
思
い
ま
す
。

　
今
ま
で
の
活
用
状
況
を
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

総
額
の
う
ち
約
28
%
に
当
た
る
37
億
円
が
地
域

振
興
基
金
の
原
資
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

土
木
関
係
の
市
道
整
備
や
、
農
業
基
盤
の
整
備

に
も
毎
年
、
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
市
で
は
多
機
能
ア
リ
ー
ナ
建
設
事
業
や
砂
原

橋
架
替
事
業
お
よ
び
石
和
温
泉
駅
周
辺
整
備
事

業
な
ど
、
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
を
実
施
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
災
害
時
の
避
難
所
や
防
災

拠
点
と
な
る
学
校
施
設
や
市
役
所
庁
舎
の
耐
震

化
も
急
が
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
事
業
費
の

主
要
な
財
源
と
な
る
の
も
合
併
特
例
債
で
あ
り
、

今
後
も
積
極
的
な
活
用
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
合
併
特
例
債
が
ど
ん
な
に
財
政
的

に
有
利
な
地
方
債
で
あ
っ
て
も
借
金
で
あ
る
こ

と
は
言
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。
将
来
世
代
に

多
額
な
負
担
を
残
さ
な
い
こ
と
を
常
に
心
が
け
、

事
業
を
厳
選
し
た
上
で
、
有
効
活
用
を
図
っ
て

行
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
23
年
度
は
、
約
26
億
円
の
合
併
特
例
債
を
活

用
し
ま
し
た
。
そ
の
事
業
内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

　施設の老朽化と石和温泉駅周辺整備により、
石和第五保育所の新築移転を行いました。

　農道や水路、圃場の整備を行う県の事業の
一部を負担しています。写真は、春日居町下
岩下地区の圃場整備の様子です。

　毎年、各地区の消防団施設の整備を図って
います。老朽化した詰所の改築や消防車両の
購入などを計画的に行っています。

　市内各地区の農道や水路整備を毎年計画的
に行っています。写真は、改良工事後の一宮
町石地内の農道です。

福祉関係（保育所・学童施設）

農林水産業関係
（農道・水路等整備）

土木関係
（道路・河川整備・都市計画事業等）

消防・防災関係
（消防団施設・防災無線）

教育関係（小中学校施設）

保健衛生関係（浄水場出資債）

総務関係（庁舎整備等総務費）

基金（地域振興基金）

借入総額（年度別）

（単位：百万円）

　幅員の狭い砂原橋を新たに架け替えるとと
もに、周辺道路を整備して石和・境川・八代
地区の交通網の円滑化を図ります。現在、橋
脚工事を行っています。

　毎年、市内各地区の道路改良工事を行って
います。

　災害時などに皆さんの生命・財産を守るための防
災無線のデジタル統合化を行いました。
　写真は、春日山（境川町）山頂に設置した中継局です。

合併特例債とは？
　合併した町村が、まちづくり推進のため新市建設計画
に基づいて行う事業や基金の積立に要する経費について、
合併特例期間内においてその事業費として借り入れるこ
とのできる地方債のことをいいます。
　事業費のおおむね95％を借り入れることができ、後年
その償還金（元金と利子）の70％が普通交付税で措置さ
れます。
　合併特例債は次のような事業が該当となります。
①道路・橋梁整備などの合併町村相互の交流や連携を円

滑にする事業
②未整備地区への施設整備など合併町村間の均衡ある発

展に資する事業
③現存する類似の目的を有する施設を統合する事業
④新市の地域振興等のために設けられる基金の積み立て

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 借入合計

51.5 86.4 214.8 88.0 585.0

188.6 160.6 266.4 308.7 395.3 393.2 2,222.1

392.4 399.1 355.9 287.0 554.0 333.4 3,155.4

46.2 42.6 24.4 49.5 97.9 311.8 1,105.5

57.2 27.6 633.6 1,173.9

9.4 19.0 548.8 690.8

950.0

505.4

950.0 950.0 835.0

557.2

3,685.0

678.7 1,552.3 2,245.7 1,604.6 2,143.6 2,308.8

平成23年度

144.3

509.3

833.6

533.1

455.5

113.6

51.8

2,641.2 13,174.9
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　市には現在、一般会計に14種類の基金があります。基金というのは家計でいうと預貯金のことです。
決算剰余金が生じた場合などには基金に積み立てを行います。
　また、臨時の出費や財源不足が見込まれる場合には取り崩しを行い、事業費に充当しています。
　23年度、財政調整基金、減債基金並びに公共施設整備等基金に約13億8,000万円の積立を行うことが
できました。
　下の表は市が誕生した当初（平成16年10月12日）と芦川村が合併した18年度末、22年度末、そして
23年度末の主な基金残高（預貯金残高）を示しています。
　23年度末には市民（外国人を含む）の一人当たりの貯金額は21万3,000円となり、市誕生から比較す
ると約15万5,000円増加しています。

平成22年度末
平成16年10月12日
現在（笛吹市誕生）

平成18年度末
（芦川村合併後）

平成23年度末

①財政調整基金

②減債基金

③公共施設整備等基金

④地域振興基金

その他特定目的基金

　　　���合　計

18億7,272万円

3億5,022万円

1億7,893万円

－

17億8,036万円

41億8,223万円

23億4,693万円

4億7,771万円

20億6,024万円

18億7,697万円

21億3,344万円

88億9,529万円

30億9,260万円

17億8,458万円

36億2,744万円

48億3,992万円

20億2,814万円

153億7,268万円

24億945万円

14億8,327万円

32億2,336万円

48億2,070万円

20億4,812万円

139億8,490万円

139.8

41.8

89.0

139.8
153.7

41.8

89.0

平成22年度末 平成23年度末平成16年10月12日 平成18年度末 平成23年度末平成16年10月12日 平成18年度末 平成22年度末

5.8

12.2

19.4
21.3

①財政調整基金：急激な税の落ち込みや災害などに備えるための貯金です。

②減債基金：借金の返済のための財源を確保するための貯金です。

③公共施設整備等基金：学校や道路・公園などの公共施設を整備するための貯金です。

④地域振興基金：合併した市町村が、地域住民の連携の強化や地域振興のための貯金です。�
　この貯金の原資は合併特例債の約３7億円を活用して積立をしました。この貯金は借りた合併特例債の

返済が終わったものから使うことができますが、基金の利子については活用が認められています。23
年度には、ボランティア・NPO団体など24団体に活動助成として670万円、地区夏祭り事業に300万円、
地区スポーツ振興・大会に408万円、観光宣伝事業に945万円など、地域振興のために合計2,600万円
を活用しました。

※合計は「現金」のみの残高です。ただし、地域振興基金については証券を含んでいます。
※土地開発基金については定額運用基金であるため、基金総額には含んでいません。

　市債（地方債）とは、学校や公園・道路・上下水道などの公共施設の整備や災害復旧などの公共事業
の財源として、複数年にわたり国や金融機関から借り入れるお金です。市債を借り入れることを、「市
債を起こす」「市債を発行する」とも言います。
　市債には事業の内容に応じてさまざまな種類がありますが、13年度から国の財源不足による地方交付
税の補てん措置として、臨時財政対策債の発行が認められています。
　23年度末の市債残高は、一般会計分が約377億3,411万円、公営企業会計分（上下水道）が約296億
9,517万円で、市全体では674億2,928万円となり、市民1人あたりに換算すると　93万5,000円の借入
残高があることになります。
　市債が借金であることは間違いありませんが、一般的な借金と異なる点は、元利償還金の一部もしく
は全額が、後年度において普通交付税に上乗せされて交付されます。このことにより、各自治体とも地
方債の有効活用を行うことで、将来にわたり健全財政の維持を図ることができます。
　現在、市の一般会計においては、臨時財政対策債と合併特例債の発行が多くなっていますが、臨時財
政対策債については借入額の全額が、また合併特例債は借入額の7割が、後年度において普通交付税で
措置されます。この措置分を除き市民1人あたりに換算すると、借入残高は65万4,000円となります。

一般会計

公営企業会計

　��上水道・簡易水道

���下水道

市債残高合計

会�計�名

うち合併特例債

うち臨時財政対策債

臨時財政対策債を除く
市債残高合計

平成23年度末
平成16年度末

（笛吹市が誕生）
平成18年度末

（芦川村が合併）

377億3,411万円

104億678万円

129億6,962万円

296億9,517万円

79億82万円

217億9,435万円

674億2,928万円

544億5,966万円

平成22年度末

365億5,426万円

85億7,650万円

118億2,914万円

311億560万円

81億7,226万円

229億3,334万円

676億5,986万円

558億3,072万円

295億4,671万円

－

50億960万円

318億5,973万円

73億7,833万円

244億8,140万円

614億644万円

563億9,684万円

326億4,413万円

21億6,313万円

73億6,645万円

334億3,786万円

80億5,880万円

253億7,906万円

660億8,199万円

587億1,554万円

■一般会計　■上水道・簡易水道　■下水道

万円

平成16年度末 平成18年度末 平成23年度末平成22年度末

400

350

300

250

200

150

100

50

0

億円

100

95

90

85

80

75

70

65

60
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84.6

77.777.7

80.8

77.377.3

78.8

69.0

65.4

75.5

91.0
93.7 93.5

臨時財政対策債と合併特
例債の後年交付税措置さ
れる７０％分を除いた
実質一人あたりの借
入残高

笛吹市全体
市民一人あたりの借入残高

臨時財政対策債を除いた
一人あたりの借入残高



　
19
年
度
に
、
「
地
方
公
共
団
体
の

財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
が

施
行
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
法
律
は
、
地
方
公
共
団
体
の

財
政
破
た
ん
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
、

財
政
の
健
全
度
を
表
す
「
健
全
化
判

断
比
率
」
の
4
指
標
と
、
公
営
企
業

（
上
下
水
道
な
ど
）
の
経
営
状
況
の

健
全
度
を
示
す
資
金
不
足
比
率
を
算

定
し
、
公
表
す
る
こ
と
を
義
務
付
け

て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
指
標
に
よ
り
、
財
政
の

早
期
健
全
化
･
再
生
の
必
要
性
が
判

断
さ
れ
ま
す
。

　
健
全
化
判
断
基
準
で
定
め
ら
れ
て

い
る
、
「
早
期
健
全
化
基
準
」
・
「
財

政
再
生
基
準
」
を
超
え
た
場
合
は
、

財
政
の
健
全
化
に
向
け
た
計
画
の
策

定
や
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
市
の
23
年
度
決
算
に
お
け
る
各
比

率
の
状
況
は
、
今
年
度
も
全
て
の
指

標
が
「
健
全
」
の
基
準
内
と
な
り
、

市
の
財
政
は
健
全
で
あ
る
こ
と
が
分

か
り
ま
す
。

財政再生基準

20.0%①実質赤字比率

笛吹市の健全化判断比率等

該当なし

早期健全化基準

12.49%

　一般会計の赤字額の程度を市の財政規模と比較して指標化し、市の財政運営の健康度を示す比率です。
　市の一般会計は黒字となっていますので、実質赤字比率は指標化されません。

　一般会計、特別会計および公営企業会計の赤字額や黒字額を合算して、市全体の赤字の程度を指標化し、
財政運営の健康度を示す比率です。
　市は、すべての会計において黒字となっていますので、連結実質赤字比率は実質赤字比率同様に指標化
されません。

　一般会計の借入金の返済額と公営企業会計や一部事務組合の借入金の返済金のうち、一般会計から支出
されたと認められる額の合計額を市の財政規模と比較して指標化し、資金繰りの安全度を示す比率です。
　市は「13.9％」となり前年度から0.1％増加しましたが、早期健全化基準の「25.0％」を下回っています
ので、健全といえます。

　市の借入金や将来負担すべき額から市の貯金等を差し引いた額を市の財政規模と比較して指標化し、今
後の財政を圧迫する可能性を示す比率です。この比率が高くなるほど、将来財政を圧迫する可能性が高く
なります。
　市は「85.8％」で、前年度から2.6％減少しました。早期健全化基準の「350.0％」を大幅に下回ってい
ます。

　上水道、下水道など公営企業の資金不足を指標化し、経営の健康度を示す比率です。もし、ある公営企
業会計で赤字が出たときには、赤字額をその公営企業の料金収入の規模と比較して、指標化します。
　各公営企業会計ごとに算定し、全ての公営企業会計において赤字となっていないため、資金不足比率は
指標化されません。

30.0%②連結実質赤字比率 該当なし 17.49%

35.0%③実質公債費比率 13.9% 25.0%

財政再生基準笛吹市の健全化判断比率等 早期健全化基準

財政再生基準笛吹市の健全化判断比率等 早期健全化基準

④将来負担比率 85.8% 350.0%

笛吹市の健全化判断比率等 早期健全化基準

⑤資金不足比率 該当なし 20.0%

笛吹市の健全化判断比率等 公営企業の経営健全化基準
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会計名・団体名

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

介護サービス特別会計

後期高齢者医療特別会計

公共下水道特別会計

農業集落排水特別会計

簡易水道特別会計

水道事業会計

春日居地区温泉給湯事業会計

山梨県後期高齢者医療広域連合

山梨県市町村総合事務組合

山梨県市町村議会議員公務災害補償等組合

東八代広域行政事務組合

東山梨行政事務組合

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合

青木が原ごみ処理組合

東山梨環境衛生組合

峡東地域広域水道企業団

釈迦堂遺跡博物館組合

一般会計

区　分

一　般　会　計　等
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営
事
業
会
計
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公
営
企
業
会
計

地方公営企業法が
適用される会計

地方公営企業法が
適用されない会計

広域連合・一部事務組合
(笛吹市が加入している団体）

財政健全化判断比率 資金不足比率
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（単位：％） （単位：％）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（早期健全化基準ライン）

（財政再生基準ライン） （早期健全化基準ライン）

13.913.1 13.5 13.6 13.8

85.8

112.3 111.4 109.6

88.4

※４つの財政健全化判断比率と資金不足比率の算定に当たっては、対象となる会計等がそれぞれ異なります。
　算定の対象となる各会計等は、以下のとおりです。



観光宣伝事業・農産物等消費拡大宣伝事業
国内外において本年度もトップセールスを行い「笛吹市」
の知名度の向上と市特産農産物のＰＲ活動等を積極的に行
いました。この写真は香港･台湾の大手エージェントを訪
問したときの様子です。

学校施設整備事業
一宮中学校校舎の耐震・改築・改修を実施しました。また、
芦川小学校並びに石和北小学校の校舎改修も行っています。

学校教育ビジョン具現化事業
学習習慣の定着を目指して、家庭学習を呼びかける｢フッ
キー！家庭学習３つの約束」のリーフレットを小中学生に
配布しました。

介護予防普及啓発事業
脳の老化を防ぎ、いつまでも若々しくいるために、歌って
実践する介護予防講演会を開催し、軽やかなピアノととも
に懐かしい歌を合唱しました。また、シルバー体操指導員
による「かんたん体操」も習いました。

応急手当の普及啓発事業
消防本部では年間を通じて市民に対する応急手当講習会を
開催しました。年間の受講者総数は2,279人でした。

上芦川地域原風景復活保存事業
茅葺き古民家｢藤原邸」を改修し、全面的にリニューアル
しました。今後は水車小屋、トイレ及び駐車場の整備を行
い観光資源として活用を図るとともに、芦川地域の活性化
に役立てていきます。

■問合せ先　財政課　☎�055（262）4111
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